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研究成果の概要（和文）：沖縄の軍用地は民有地が多く含まれていることに特徴がある。本研究で対象地域とし
た自衛隊所在自治体の多くが集まる沖縄本島中南部では、共有地は必ずしも第一次産業の生業に関わるものでは
ない。神聖な土地として祈願される拝所や御嶽などが代表的な共有地であり、それを管理するアソシエーション
がどのように運営されているのかに関して、メンバーシップの範囲、法人化の導入、団体設立とその正当性に焦
点をあわせて軍用地と地域社会のかかわりをあきらかにした。

研究成果の概要（英文）：Okinawa's military bases are characterized by the inclusion of many private 
lands. In Japan's land ownership, local commons is registered as private land. The commons in the 
south central Okinawa island does not necessarily relate to the primary industry. A typical commons 
in the areas is a worship place or a sacred land. We examined how the local associations that manage
 the commons is operated. And the interaction between the military base and the community was 
clarified focusing on the membership, incorporation, and legitimacy of the groups. The uniqueness of
 this research lies in the fact that the academic approach to the commons is carried out not as a 
community research but as a social group research. This study has academic and social significance 
in considering the conversion of the military base site in Okinawa.

研究分野：社会学

キーワード： 社会学

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
共有地への学術的アプローチを地域社会研究でなく社会集団研究として遂行したところに本研究の独自性があ
る。この成果は今後の沖縄の地域アソシエーション研究の立脚点になるものである。さらに今後の展開として、
沖縄の郷友会型自治会のありようを考察する町内会研究の深化に寄与する。また沖縄の米軍基地が返還されたあ
との転用研究にも展開可能である。民有地の軍用地が返還されたあと、その土地がどのように転用されるかを考
察するうえで本研究の成果は学術的かつ社会的意義をもつ。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
(1) 軍用地と地域社会研究は、米軍基地の存在に関する地域社会学的な実証研究であり、基地
の存在が及ぼす影響とその長期的な変容を市町村自治体とその地域社会において探求するもの
であった。いわば米軍基地の存在を独立変数にして、従属変数たる地域社会への効果を地域社
会学的な視点からアプローチするものであった。その研究課題を遂行した成果としてわかった
ことは、地域社会の側の流動的な反応であった。 
 
(2) われわれの当時の研究では、軍用地と地域社会の関係を把握するうえで共有地(字有地)
の権利者関係の法制度的行政的側面の解明をおこなっていた。役所役場の基地対策課といった
専門部課が単独で対応するのでなく、住民や地域アソシエーションの意向をくみ取るべく市民
生活課等と連携協力して取り組むことの重要性が見いだされていた。 
 
(3) 基地と地域社会のかかわりを問う場合、沖縄をフィールドとするならば米軍基地が対象に
なることがほとんどである。沖縄の自衛隊と地域社会の関係は、米軍基地のインパクトの強さ
のもとで見過ごされがちであった。 
 
(4) 研究開始当初までに自衛隊が多く所在する沖縄本島南部及び離島の自治体の関連部課で
の聴き取りはいくつかおこなっていたが、包括的に取り組めていなかった。そのさらなる拡充
と進展が求められる。本島北中部の米軍所在自治体での研究蓄積があるわれわれが果たすべき
新たな研究課題であった。 
 
２．研究の目的 
(1) 自衛隊が所在する自治体を本研究の新たな中心的調査対象地域に設定し、軍用地と地域社
会の調査を実施して、地域アソシエーションの相互作用のありようをあきらかにする。 
 
(2) 自衛隊所在自治体を中心的調査対象地域とする理由は大きく 2つある。ひとつは共有地管
理に関わる。沖縄の自衛隊基地の特徴は民有地の面積割合が格段に高いことにある。沖縄の基
地を所有形態別でみると、米軍基地の約 3分の 1が民有地であるのに対して、自衛隊基地の約
3 分の 2 が民有地である。なかでも沖縄本島南部では民有地が約 8 割を占めている。軍用地に
接収された共有地を考察するうえで自衛隊基地を含める必要性がここにある。 
 
(3) いまひとつは戦闘機やヘリの騒音や墜落の危険、米兵の反社会的行動は米軍基地と地域社
会の関係で考えるうえで欠くことのできない住民の懸念事項であるが、自衛隊基地であればそ
れらの懸念が払拭されるわけでもない。自衛隊基地も対象に広げるのが合理的である。 
 
(4) 沖縄本島の北中部を縦断するように点在する米軍所在自治体の地域社会調査はすでに実
施している。本研究で本島南部の特性を見出すことによって、沖縄本島全域の地域アソシエー
ションを総合的に分析できる途がひらける。 
 
(5) 本研究では自治会や郷友会といった地域アソシエーションの代表者等と接触をはかり、そ
の実証的社会集団研究を実施することによって、基地所在地域であることの共通性と、米軍で
あるか自衛隊であるかの相違点を包括的にあきらかにする。 
 
(6) 本研究は、われわれ共同研究者のこれまでの研究蓄積のうえにたって、さらに調査対象地
域の拡充を目的のひとつとしている。そしてこれまでのそれぞれの研究において発見された課
題を引き継ぐとともに、地域アソシエーションの実証的研究という観点から発展させることを
目的とする。 
 
３．研究の方法 
(1) 軍用地と地域社会研究において対象としたフィールドは、沖縄本島の北中部を縦断するよ
うに点在するキャンプシュワブ、キャンプハンセン、嘉手納飛行場、キャンプ瑞慶覧、普天間
飛行場などが所在する自治体及びその地域社会であった。 
 
(2) 自衛隊所在自治体は、恩納村、金武町、うるま市、沖縄市、那覇市、糸満市、南城市、八
重瀬町、久米島町、宮古島市である。これらのうち、すでに調査にとりかかっている恩納村、
金武町、うるま市、沖縄市の 4自治体地域は補足的調査をするにとどめて、残り 6自治体を本
研究の中心的調査対象地域として地域アソシエーションに対する調査を実施する。 
 
(3) 自衛隊及び米軍所在自治体の市民生活課や総務課等、そして自治会を含む地域アソシエー
ションに調査依頼をかけて聞き取りをおこなう。調査協力を了承してくれたところにはインタ
ビュー実時間数 1.5 時間、メモ確認加筆時間 1.0 時間、移動時間別途計上のうえ調査スケジュ
ールを組む。これら 2.5 時間以上の間隔の確保はスケジュール管理の原則とする。 
 



(4) 本研究の成否は全 6回の現地調査と定例研究会での活動にかかっている。その目的を果た
すために最適化された研究組織を構成した。当初は研究代表者 1名、連携研究者 5名、研究協
力者 5名、計 11 名の共同研究者で活動を開始した。研究協力者は単なる補助者ではなく、実質
的に調査研究を行なうメンバーの一員である。平成 30年度から連携研究者を廃止する制度変更
があり、かつ新たに 1名加入したことにより、研究代表者 1名、研究協力者 11名、計 12名の
研究組織として研究活動を遂行した。 
 
(5) 構成メンバーはみな沖縄県でのフィールド調査の経験と蓄積を有し、それぞれのフィール
ドにおいて各種地域アソシエーションの関係者および自治体関連部課職員とラホールを形成し
ている。米軍所在自治体地域の主担当には、調査研究を深化させるうえで最も適したメンバー
を充てた。 
 
４．研究成果 
(1) 本研究の学術的な特色や独創的な点は、共有地への学術的アプローチの新たな可能性をひ
らく実証的社会集団研究であるところに存する。郷友会や財産管理団体といったアソシエーシ
ョンに加えて地域の町内会や自治会を含めた機能分化に焦点を合わせて研究を進めた。 
 
(2) 沖縄の自衛隊が所在する自治体のうち本島南部及び離島の 6市町が、本研究新規の中心的
調査対象地域であった。自衛隊のみの 4自治体(糸満市、南城市、八重瀬町、宮古島市)に対す
る調査、米軍も所在する 2自治体(那覇市、久米島町)に対する調査を実施した。さらに本島北
中部 12自治体に対しても追加調査を実施した。 
 
(3) 米軍が多く所在する本島北中部の自治体だけでなく、自衛隊が多く所在する本島南部及び
離島の自治体を含めて包括的に調査することによって、基地所在自治体と地域社会が共生関係
を形成していることがあきらかになった。そこでは軍用地の存在に起因するさまざまな状況の
変化に対応してアソシエーションが新設されたり、既存の団体が活動内容を柔軟に変化させて
いる。特筆すべきは複数のアソシエーションの共生関係であり、相互作用のバリエーションの
多さであった。 
 
(4) 基地が所在する自治体でアソシエーションが強く関わってくるのが軍用地に接収された
共有地の権利関係である。地域社会学及び村落研究において想定される共通認識は、生業生活
に直結する実利的なものである。第一次産業の生業に関わる溜め池、水路、杣山、漁業権にか
かわるなど、所有権と利用権の問題がコンフリクトを生じさせるものとしてまず認識される。
沖縄本島北部地区の軍用地に接収された共有地は杣山の権利問題が中心であった。 
 
(5) それに対して本研究で対象地域として拡張した自衛隊所在自治体の多くが集まる沖縄本
島中南部地区では、共有地は必ずしも第一次産業の生業に関わるものではない。もと村屋、龕
屋、闘牛場、砂糖小屋であった土地、いま現在もなお神聖な土地として祈願される拝所や御嶽
などが代表的な共有地である。 
 
(6) 共有地を管理するアソシエーションが住民全体の代表であるのかそれとも一部の代表で
あるのか、また連名登記の段階から一般社団法人や認可地縁団体といった法人化への転換など、
アソシエーションの設立とその正当性に焦点をあわせて軍用地と地域社会のかかわりをあきら
かにしたところに本研究の大きな意義がある。 
 
(7) さらに今後の展開として、軍用地コンバージョン研究にも寄与する。旧軍の国有地の転用
については都市計画論等で研究が重ねられているがそれだけでなく、民有地の軍用地が返還さ
れたあとの跡地再開発のありようを考察するうえで本研究の成果は学術的かつ社会的意義をも
つ。 
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